
平成15年３月期           個別中間財務諸表の概要          平成14年11月25 日
上 場 会 社 名            株式会社  丸  順 上場取引所           名古屋証券取引所(第二部)

コ ー ド 番 号            ３４２２ 本社所在都道府県     岐阜県

問 合 せ 先            責任者役職名        経理部長    

氏 名        瀬川  豊    ＴＥＬ  （ 0584 ） 89 － 8181

決算取締役会開催日  平成14年11月25日 中間配当制度の有無              有

中間配当支払開始日  平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

1．14年  ９月中間期の業績（平成14年  ４月１日～平成14年  ９月30日  ）
(1)経営成績                                                                                    （百万円未満切捨て）

売 上 高         営 業 利 益         経 常 利 益         

14年９月中間期

13年９月中間期

百万円       ％

8,725          5.9

8,236           －

百万円       ％

205　　　 △46.1

381           －

百万円       ％

167　　　 △46.7

314           －

14年３月期 17,012 742 613

中間(当期)純利益         
１株当たり中間         
( 当 期 ) 純 利 益         

14年９月中間期

13年９月中間期

百万円       ％

86       △44.8

156           －

  円        銭

9        85

17        86

14年３月期 297 33        90

（注）①期中平均株式数     14年  ９月  中間期 8,770,940株      13年  ９月  中間期  8,770,940株     14年  ３月  期  8,770,940株  
②会計処理の方法の変更       無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

④13年３月    期に決算期を変更したため、12年  10月  中間期は５月１日から10月  31日  まで、13年  ９月中間期は４月１日から

９月30日  までとなっております。したがって、期間対応していないため、13年  ９月中間期の対前年中間期増減率につ

いては、記載しておりません。

(2)配当状況

１ 株 当 た り        
中 間 配 当 金        

１ 株 当 た り        
年 間 配 当 金        

14年９月中間期

13年９月中間期

円      銭

0      00

0      00

円      銭

―――

―――

14年３月期 ――― 10      00

(3)財政状態

総 資 産         株 主 資 本         株 主 資 本 比 率         １株当たり株主資本         

14年９月中間期

13年９月中間期

百万円

16,898

15,570

百万円

3,446

3,204

％

20.4

20.6

円      銭

393      00

365      36

14年３月期 16,699 3,524 21.1 401      87

（注）①期末発行済株式数   14年  ９月  中間期 8,770,940株      13年  ９月  中間期  8,770,940株     14年  ３月  期  8,770,940株  
②期末自己株式数           14年  ９月  中間期        60株      13年  ９月  中間期         60株     14年  ３月  期         60株  

2．15年  ３月期の業績予想（平成14年  4月1日～平成15年  3月31日  ）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
売 上 高      経 常 利 益      当期純利益      

期      末

通 期     

百万円

16,800

百万円

400

百万円

50

円      銭

6      50

円      銭

6      50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      5円 70銭  

※  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後さまざまな
要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記の業績予想に関する事項は、添付資料の５ページをご参照
下さい。
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１．中間財務諸表

(1) 中間貸借対照表

(単位：千円)

前中間会計期間末          

(平成 13 年９月 30 日)

当中間会計期間末          

(平成 14 年９月 30 日)

前 事 業 年 度 の          

要 約 貸 借 対 照 表          

(平成 14 年３月 31 日)

区           分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％ ％

Ⅰ  流 動 資 産          

1.  現 金 及 び 預 金            921,682 938,432 1,026,130

2.  受 取 手 形            215,956 167,469 281,799

3.  売 掛 金            2,184,378 2,260,287 2,466,920

4.  た な 卸 資 産            1,312,302 1,420,126 1,533,344

5.  そ の 他            633,614 857,722 581,773

貸 倒 引 当 金            △    405 △    447 △    542

流 動 資 産 合 計 5,267,528 33.8 5,643,590 33.4 5,889,425 35.3

Ⅱ  固 定 資 産          

1.  有 形 固 定 資 産            

(1) 建 物           1,632,961 1,756,537 1,739,723

(2) 機 械 及 び 装 置           2,035,317 2,092,991 1,939,647

(3) 工具、器具及び備品           2,072,910 1,796,675 1,935,643

(4) 土 地           1,470,466 1,565,500 1,565,500

(5) そ の 他           750,752 259,075 329,571

有 形 固 定 資 産 合 計 7,962,408 7,470,781 7,510,086

2.  無 形 固 定 資 産            97,675 107,943 95,612

3.  投 資 そ の 他 の 資 産            

(1) 投 資 有 価 証 券           1,627,701 1,841,878 1,931,288

(2) 関 係 会 社 出 資 金           － 1,100,455 324,560

(3) 長 期 貸 付 金           180,600 98,300 154,417

(4) 投 資 不 動 産           － 487,887 491,079

(5) そ の 他           517,928 261,399 372,823

貸 倒 引 当 金          △ 83,329 △115,517 △ 71,129

投資その他の資産合計 2,242,900 3,674,402 3,203,040

固 定 資 産 合 計 10,302,984 66.2 11,253,126 66.6 10,808,738 64.7

Ⅲ  繰 延 資 産          

1.  社 債 発 行 差 金            － 1,363 1,829

繰 延 資 産 合 計 － － 1,363 0.0 1,829 0.0

資 産 合 計 15,570,513 100.0 16,898,081 100.0 16,699,993 100.0
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(単位：千円)

前中間会計期間末          

(平成 13 年９月 30 日)

当中間会計期間末          

(平成 14 年９月 30 日)

前 事 業 年 度 の          
要 約 貸 借 対 照 表          

(平成 14 年３月 31 日)

区           分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％

Ⅰ  流 動 負 債          

1.  支 払 手 形            1,206,209 1,142,515 1,092,127

2.  買 掛 金            1,244,575 1,341,457 1,448,462

3.  短 期 借 入 金            50,000 730,000 900,000

4.  一年内返済予定長期借入金            1,996,300 1,883,916 1,931,735

5.  未 払 金            257,248 343,684 221,856

6.  未 払 法 人 税 等            157,000 5,000 126,100

7.  賞 与 引 当 金            255,400 259,300 244,200

8.  そ の 他            552,522 441,193 631,970

流 動 負 債 合 計 5,719,256 36.7 6,147,066 36.4 6,596,451 39.5

Ⅱ  固 定 負 債          

1.  社 債            － 100,000 100,000

2.  長 期 借 入 金            6,117,910 6,850,230 5,937,207

3.  退 職 給 付 引 当 金            252,472 267,235 258,054

4.  役 員 退 職 慰 労 引 当 金            275,397 62,753 282,547

5.  そ の 他            936 23,852 936

固 定 負 債 合 計 6,646,716 42.7 7,304,071 43.2 6,578,745 39.4

負 債 合 計              12,365,972 79.4 13,451,138 79.6 13,175,197 78.9

( 資 本 の 部 )

Ⅰ  資 本 金          532,550 3.4 － － 532,550 3.2

Ⅱ  資 本 準 備 金          430,800 2.8 － － 430,800 2.6

Ⅲ  利 益 準 備 金          94,765 0.6 － － 94,765 0.6

Ⅳ  そ の 他 の 剰 余 金          

1.  任 意 積 立 金            1,561,000 － 1,561,000

2.  中間 (当期)未処分利益            353,378 － 493,988

そ の 他 の 剰 余 金 合 計            1,914,378 12.3 － － 2,054,988 12.3

Ⅴ  その他有価証券評価差額金          232,072 1.5 － － 411,718 2.4

Ⅵ  自 己 株 式          △ 25 △　0.0 － － △ 25 △　0.0

資 本 合 計              3,204,541 20.6 － － 3,524,796 21.1
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(単位：千円)

前中間会計期間末          

(平成 13 年９月 30 日)

当中間会計期間末          

(平成 14 年９月 30 日)

前 事 業 年 度 の          

要 約 貸 借 対 照 表          
(平成 14 年３月 31 日)

区           分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ  資 本 金          － － 532,550 3.2 － －

Ⅱ  資 本 剰 余 金          

1.  資 本 準 備 金            － 430,800 －

資 本 剰 余 金 合 計            － － 430,800 2.5 － －

Ⅲ  利 益 剰 余 金          

1.  利 益 準 備 金            － 94,765 －

2.  任 意 積 立 金            － 1,761,000 －

3.  中 間 未 処 分 利 益            － 276,710 －

利 益 剰 余 金 合 計            － － 2,132,475 12.6 － －

Ⅳ  その他有価証券評価差額金          － － 351,142 2.1 － －

Ⅴ  自 己 株 式          － － △    25 △　0.0 － －

資 本 合 計              － － 3,446,942 20.4 － －

負 債 資 本 合 計              15,570,513 100.0 16,898,081 100.0 16,699,993 100.0
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(2) 中間損益計算書

(単位：千円)

前 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 13年４月１日

  至  平成 13年９月30 日）

当 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 14年４月１日

  至  平成 14年９月30 日）

前 事 業 年 度 の          

要 約 損 益 計 算 書          
（自  平成 13年４月１日

  至  平成 14年３月31 日）

区           分 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ  売 上 高          8,236,283 100.0 8,725,776 100.0 17,012,533 100.0

Ⅱ  売 上 原 価          6,999,462 85.0 7,483,976 85.8 14,520,171 85.3

売 上 総 利 益             1,236,821 15.0 1,241,799 14.2 2,492,361 14.7

Ⅲ  販売費及び一般管理費          855,679 10.4 1,036,471 11.9 1,749,682 10.3

営 業 利 益             381,141 4.6 205,328 2.3 742,679 4.4

Ⅳ  営 業 外 収 益          34,638 0.4 51,212 0.6 68,015 0.4

Ⅴ  営 業 外 費 用          101,499 1.2 89,130 1.0 197,126 1.2

経 常 利 益             314,280 3.8 167,409 1.9 613,567 3.6

Ⅵ  特 別 利 益          － － 42,832 0.5 － －

Ⅶ  特 別 損 失          37,303 0.4 53,154 0.6 86,014 0.5

税引前中間(当期)純利益             276,977 3.4 157,087 1.8 527,552 3.1

法人税、住民税及び事業税             161,598 2.0 11,018 0.1 279,554 1.6

法 人 税 等 調 整 額             △  41,303 △  0.5 59,637 0.7 △  49,293 △  0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益             156,682 1.9 86,431 1.0 297,292 1.7

前 期 繰 越 利 益             196,695 190,279 196,695

中 間 ( 当 期 )未処分利益             353,378 276,710 493,988



- 30 -

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1.  資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法

 (2)たな卸資産

製品および仕掛品         

プレス成形部品（試作品を除く。）……総平均法による原価法

そ の 他 金 型 等              ……個別法による原価法

原 材 料         ………………………総平均法による原価法

貯 蔵 品         ………………………最終仕入原価法による原価法

2.  固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産         ……………………… 定率法（ただし、建物については定額法）

なお、主な科目の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物         …………………３～47年  

機 械 及 び 装 置         …………………８～12年  

工具、器具及び備品…………………２～15年  

(2) 無 形 固 定 資 産         ……………………… 定額法

(3) 投 資 不 動 産         ……………………… 定額法

3.  繰延資産の処理方法

社 債 発 行 差 金         

社債償還期間（２年）にわたって均等償却しております。

4.  引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金         ……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金         ……………………… 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち

当中間会計期間負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金         ………………………  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額

を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）    に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

なお、会計基準変更時差異（451,137千円）は、平成13年 

３月期から15年  による按分額を費用処理しております。
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 (4) 役員退職慰労引当金………………………役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

当中間会計期間末要支給額を計上しております。

5.  外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

6.  リ－ス取引の処理方法

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

7.  ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………………金利スワップ取引

ヘッジ対象………………………………変動金利借入金

(3) ヘッジ方針

金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の適用要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

8.  その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理については、税抜方式によっております。

なお、仮受消費税等と仮払消費税等の中間期末残高の相殺後の金額は、流動負債のその他に含

めております。

［追加情報］

自己株式及び法定準備金取崩等会計

当中間会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。
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注   記   事   項

(中間貸借対照表関係)

項         目
前中間会計期間末          

(平成 13 年９月 30 日)

当中間会計期間末          

(平成 14 年９月 30 日)

前 事 業 年 度 末          

(平成 14 年３月 31 日)

1. 有形固定資産の減価償却
累計額

18,137,716 千円 19,467,120 千円 19,101,432 千円

2. 担保資産及び担保付債務

工場財団に属している資

産

建 物 1,286,608 千円 1,227,873 千円 1,256,629 千円

機 械 及 び 装 置 773,561 千円 603,946 千円 680,556 千円

工 具 、 器 具 及 び 備 品 8,676 千円 7,211 千円 7,211 千円

土 地 490,182 千円 490,182 千円 490,182 千円

計 2,559,029 千円 2,329,213 千円 2,434,580 千円

上記に対応する債務

一年内返済予定長期借入金 1,363,610 千円 1,190,456 千円 1,269,350 千円

長 期 借 入 金 3,602,510 千円 3,744,490 千円 3,627,290 千円

計 4,966,120 千円 4,934,946 千円 4,896,640 千円

工場財団に属していない

資産

建 物 28,431 千円 169,968 千円 27,698 千円

土 地 80,363 千円 492,492 千円 80,363 千円

投 資 有 価 証 券 170,280 千円 216,920 千円 236,720 千円

計 279,075 千円 879,381 千円 344,782 千円

上記に対応する債務

一年内返済予定長期借入金 311,810 千円 315,540 千円 311,810 千円

長 期 借 入 金 1,456,300 千円 2,000,760 千円 1,306,080 千円

計 1,768,110 千円 2,316,300 千円 1,617,890 千円

3. 保証債務 子会社(タイ・マルジュン社)

の金融機関からの借入金に対

して保証をしております。

次の関係会社の金融機関か

らの借入金に対して保証をし

ております。

次の関係会社の金融機関か

らの借入金に対して保証をして

おります。

タイ・マルジュン社

1,259,350 千円
147,950 千円

(55,000 千ﾀｲﾊﾞｰﾂ)

㈱ホンダ四輪販売丸順

685,564 千円
タイ・マルジュン社

321,300 千円

計  1,006,864千円

4．当座借越契約 当社は､運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行2行と

当座借越契約を締結しており

ます｡これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

当社は､運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と

当座借越契約を締結しており

ます｡これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

当社は､運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と

当座借越契約を締結しておりま

す｡これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次の
とおりであります。

当座借越極度額 800,000 千円 4,050,000 千円 2,150,000 千円

借 入 実 行 残 高 50,000 千円 730,000 千円 900,000 千円

差 引 額 750,000 千円 3,320,000 千円 1,250,000 千円
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項         目
前中間会計期間末          

(平成 13 年９月 30 日)

当中間会計期間末          

(平成 14 年９月 30 日)

前 事 業 年 度 末          

(平成 14 年３月 31 日)

5. 中間期末日(期末日)満期

手形

中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日
をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期

手形が、中間期末残高に含ま

れております。

受取手形  8,619 千円

――――――― 期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもっ
て決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期

手形が、期末残高に含まれてお

ります。

受取手形   4,445千円

 (中間損益計算書関係)

項         目
前 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 13年４月１日
  至  平成 13年９月30 日）

当 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 14年４月１日
  至  平成 14年９月30 日）

前 事 業 年 度          

（自  平成 13年４月１日
  至  平成 14年３月31 日）

1. 営業外収益のうち主要なも

の

受 取 利 息 8,546 千円 3,749 千円 13,441 千円

受 取 地 代 家 賃 8,579 千円 18,195 千円 15,084 千円

2. 営業外費用のうち主要なも

の

支 払 利 息 92,406 千円 84,039 千円 176,823 千円

3. 特別利益のうち主要なもの

固 定 資 産 売 却 益

機 械 及 び 装 置 －千円 6,796 千円 －千円

工具、器具及び備品 －千円 36,036 千円 －千円

計 －千円 42,832 千円 －千円

4. 特別損失のうち主要なもの

固 定 資 産 売 却 損

機 械 及 び 装 置 －千円 1,844 千円 7,276 千円

車 輌 運 搬 具 －千円 46 千円 42 千円

計 －千円 1,890 千円 7,319 千円

固 定 資 産 廃 棄 損

建 物 700 千円 271 千円 932 千円

機 械 及 び 装 置 21,066 千円 11,693 千円 26,850 千円

車 輌 運 搬 具 111 千円 108 千円 133 千円

工具、器具及び備品 4,231 千円 89 千円 5,973 千円

建 設 仮 勘 定 －千円 29 千円 －千円

計 26,109 千円 12,193 千円 33,889 千円

投資有価証券評価損 5,393 千円 1,800 千円 36,417 千円

貸倒引当金繰入額 5,100 千円 36,300 千円 3,300 千円

5. 減 価 償 却 実 施 額          

有 形 固 定 資 産 938,756 千円 731,906 千円 2,115,254 千円

無 形 固 定 資 産 5,099 千円 5,211 千円 10,353 千円
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２．リース取引関係

項    目
前 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 13年４月１日
  至  平成 13年９月30 日）

当 中 間 会 計 期 間          

（自  平成 14年４月１日
  至  平成 14年９月30 日）

前 事 業 年 度          

（自  平成 13年４月１日
  至  平成 14年３月31 日）

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

1. リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額および中間期末

(期末)残高相当額

取得価額

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

中間期末

残 高    

相 当 額    

取得価額

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

中間期末

残 高    

相 当 額    

取得価額

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

期末残高

相 当 額    

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

機 械 及 び 装 置 804,583 429,887 374,696 772,945 389,100 383,845 856,032 494,241 361,790

工 具 、 器 具 及 び 備 品 255,539 132,197 123,342 283,960 169,917 114,043 253,076 149,018 104,058

そ の 他 3,336 667 2,668 9,864 1,878 7,985 3,336 1,000 2,335

合 計 1,063,459 562,752 500,707 1,066,770 560,895 505,874 1,112,444 644,259 468,184

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。

同   左 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

2. 未経過リース料中間期
末(期末)残高相当額

１ 年 内 171,793千円 158,328千円 162,065千円

１ 年 超 328,914千円 347,545千円 306,118千円

合 計 500,707千円 505,874千円 468,184千円

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

同   左 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

3. 支払リース料および減

価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 92,024 千円 94,181 千円 185,009千円

減価償却費相当額 92,024 千円 94,181 千円 185,009千円

4. 減価償却費相当額の算

定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

同   左 同   左

３．有価証券関係
前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で

時価のあるものはありません。


